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庄
自
地
区
労
■
大
手
春
■
薔
座
田
催

田
川

・
飽
海
地
区
平
和
セ
ン
タ
ー
、
自
治
労
庄

内
支
部
は
、
労
働
大
学
運
営
委
員
会
を
構
成
し
、

２
月
２
７
日
、
三
川
町
公
民
館
に
お
い
て
、
立
松

潔
山
形
大
学
名
誉
教
授
を
講
師
に
、
労
働
大
学
春

聞
講
座
を
開
催
し
ま
し
た
。
以
下
、
講
演
内
容
を

紹
介
し
ま
す
。

（前
半
）

日
本
経
済
の
地
盤
低
下
と
是
正
へ
の
動
き

１
，
日
本
経
済
の
地
盤
低
下

（
１
）低
賃
金
国
日
本

①
実
質
賃
金
の
低
下

（図
表
１
）
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②
賃
金
の
国
際
比
較

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

（経
済
開
発
協
力
機
構
）
の
加
盟
国
　
３
．
日
本
企
業
の
質
的
劣
化

３
４
カ
国
の
２
２
０
２
２
年
の
平
均
年
間
賃
金

　

（１
）プ
ラ
ッ
ク
企
業
の
蔓
延

の
ラ
ン
キ
ン
グ

（米
ド
ル
建
て
購
買
力
平
価
　
　
　
①
強
い
ス
ト
レ
ス
下
の
職
場

（厚
生
労
働
省

換
算
値
）
↓
日
本
は
４
．
２
万
ド
ル
で
２
５
位

　

『労
働
安
全
衛
生
調
査

（実
態
調
査
）
』
令
和

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
平
均

（５
．
３
万
ド

ル
）
　

　

３
年
）

よ
り
２
割
以
上
低
い
。

（２
）先
進
国
で
最
悪
の
貧
富
の
格
差

相
対
的
貧
困
率
＝
等
価
可
処
分
所
得
が
申
間
値

の
半
分
未
満
の
世
帯
員
の
割
合

１
９
８
５
年
１
２
％
↓
１
９
９
７
年
１
４
．
６

％
↓
２
０
０
０
年
１
５
．
３
％
↓
２
０
１
２
年

ｉ
Ｃ
．
１
％
へ
と
上
昇
。

そ
の
後
や
や
改
善

（２
０
２
１
年
１
５
．
４

％
）

し
か
し
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
統
計
に
よ
れ
ば
、
２
０

２
１
年
の
日
本
の
相
対
的
貧
困
率
１
５
．
４
％

は
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
３
８
か
国
中
８
番
目
に
悪

い
結
果
。
先
進
国
で
最
悪
の
状
態
。

２
．
デ
フ
レ
不
況
期
の
日
本
企
業
の
体
質
転
換

（１
）
大
規
模
な
リ
ス
ト
ラ
と
非
正
規
雇
用
拡
大

（１
９
９
７
～
２
０
２
２
年
）

（図
表
２
）

賃
金
の
高
い
正
規
雇
用
を
リ
ス
ト
ラ
し
て
、
賃

金
の
低
い
非
正
規
雇
用
で
置
き
換
え
る
こ
と
に

よ
る
人
件
費
削
減
。

高
度
成
長
期
の
人
材
重
視
経
営
か
ら
新
自
由
主

義
的
な
株
主
重
視
経
営
へ
の
転
換
。

（
２
）
史
上
最
高
益
を
続
け
る
日
本
企
業

（
「法

人
企
業
統
計
」
）

２
０
１
８
年
～
１
８
年
度
の
６
６
連
続
で
史
上

最
高
益
を
更
新
。

２
０
２
１
、
２
２
年
度
も
２
年
連
続
で
史
上
最

高
益
を
更
新
。

（２
０
２
３
年
度
も
今
の
と
こ

ろ
最
高
益
）

図表1実質賃金指数の推移
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実
質
賃
金
の
引
き
上
げ
で
、
日
本
経
済
の
地
盤
低
下
を
是
正
し
よ
う

２
４
春
闘
勝
利
で
、
雇
用
と
賃
金
を
回
復
し
、
物
価
高
か
ら
生
活
を
守
ろ
う

101_9
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出所:厚労省「毎月勤労統計調査」
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注 :雇用者は会社などの役員を除く雇用者。

西 暦

1997年

増減数
3

4,713

■
職
場
に

お
い
て
強

い
ス
ト
レ

ス
と
な
っ

て
い
る
と

感
じ
る
事

柄
が
あ
る

労
働
者
の

割
合
Ｏ
Ｅ

Ｃ
Ｄ

（経

済
開
発
協

力
機
構
）

の
加
盟
園

↓

２

０

１

２
年
以
降

５
０
％

超
。
２
０

２
１
年
５

，０
、　
●●

％

。

■
強
い
ス

ト
レ
ス
の

内
容

（主

な
も
の
を

３
つ
以
内

選
択
）
１

位

仕̈
事

事
の
量
４

３
、
２
％

２
位

仕̈
事
の
失
敗
、
責
任
の
発
生
等
３

３
．
７
％
、
３
位
一事
の
質
３
３
．
６
％
４

位
“セ
ク
ハ
ラ

・
パ
ヮ
ハ
ラ
を
含
む
対
人
関

係
２
６
．
７
％
。

②
先
進
国
第
１
位
の
長
時
間
労
働

●
週
４
９
時
間
以
上
働
く
就
業
者
が
Ｇ
７

で
最
も
多
い

日
本
一１
９
，
０
％
、
ア
メ
リ
カ
一１

５
．
８
％
、
カ
ナ
ダ
¨
１
１
．
９
％
、
イ

ギ
リ
ス
　
一１
１
．
５
％
、
ド
イ
ツ
¨

８
．
１
％
、
フ
ラ
ン
ス
一
１
０
．
６
％
、

イ
タ
リ
ア
「１
０
．
２
％
。

■
年
次
有
給
休
暇
取
得
率
　
２
０
１
９
年
一

６
．　
３
％
、
２
０
２
２
年

１
５
８
，　
３

％
（欧
米
諸
国
は
１
０
０
％
取
得
が
常
識
）

③
労
働
基
準
法
違
反
の
不
払
い
残
業

所
定
外
労
働
を
行

っ
た
人
の
２
７
．
２
％

が
賃
金
不
払
い
残
業
が
あ
る
と
回
答

（男

性
社
員
に
限
る
と
３
０
．
５
％
）

（連
合
総
「研
２
０
２
２
年
）

④
職
場
で
の
い
じ
め
増
加

■
労
働
相
談
内
容

（労
働
局
一２
０
１
２
年

以
降
は

「
い
じ
め

・
嫌
が
ら
せ
」
に
関

す
る
相
談
が
最
多
。

２
０
１
２
年
の
５
万
１
６
７
０
件

（１

７
．
％
）
か
ら
２
０
１
９
年
の
８
万
７

５
７
０
件
（２
５
．
５
％
）
へ
大
幅
増
。

（厚
生
労
働
省

「令
和
∞
年
度
個
別
労
働
紛

争
解
決
制
度
の
施
行
状
況
」
）

■
い
じ
め
に
よ
る
労
災
認
定

（精
神
障
害

発
症
）

２
０
０
９
年
の
１
６
件
か
ら
２
０
２
２

年
に
は
１
７
０
件
に
増
加
。

議 麟

鷺 艤

自営業者 正規雇用
男 女 男 女 男 女 男

39,508

36,745
27,495

26.980
6,364

4,685
5,618

2.566
26,787

22,809
11,755

10、 301

3,358

6,483
▲ 2,764

-7.0%
▲ 515
-1.9%

▲ 1,679
-26.4%

▲ 3,052
-54.3%

▲ 3,978
-14.9%

▲ 1,454
-12.4%

3,125

93.1%

右 章 j F総数 非 T


